
都市計画よりみ

た公有水面の埋

立事業
野村良政

１ はじめに

の，コンビナートの大爆発は市

民を恐怖に追いこんだ。工場誘

致のかげで，どれだけ多くの市

民が，苦しみ悩んでいるかを忘

れてはならない状態になってい

る。

大正８年４月５日制定の古い「

都市計画法」においても，その

第１条に「本法二於テ都市計画

卜称スルハ，交通，衛生，保安

防空，経済等二関シ永久二公共

ノ安寧ヲ維持シ又ハ福利ヲ増進

スル為ノ重要施設ノ計画ニシテ

市若ハ主務大臣ノ指定スル町村

ノ区域内二於テ又ハ其ノ区域外

二亘リ執行スベキモノヲ謂フ」

と明記されていた。

今回新しく制定された「都市計

画法」においても，その第１条

に，「この法律は都市計画の内

容及びその決定手続，都市計画

制限，都市計画事業その他都市

計画に関し必要な事項を定める

ことにより，都市の健全な発展

と秩序ある整備を図り，もって

国土の均衡ある発展と公共の福

祉の増進に寄与することを目的

とする」と明示されている。

昔も今も，都市計画法が，「永

久に公共の安寧を維持し又は福

利を増進する」ことを，また「

都市の健全な発展と秩序ある整

備を図る」ことを一大目標とし

てかかげているのに対して，公

有水面の埋立は，このもっとも

大切な原則を忘れ，無視して立

工業立市ということから，臨海

の都市では公有水面の埋立が盛

んに行なわれ，戦後はそれがい

っそう盛んになって，工場をど

んどん誘致している。

万葉集の山部赤人の歌で名高い

静岡県の「田子の浦」も石油コ

ンビナートに浸蝕されており，

広島県の景勝「鞆の浦」にも高

い煙突と工場の煤煙が観光客を

嘆かせている。世はまさに公有

水面埋立時代であり，それは同

時に自然の破談，景観無視のコ

ンクールを，演じている感があ

る。その反面，その地区の市民

たちは，いま工業公害に苦しめ

られていることを忘れてはなら

ない。

四日市ぜん息は，世界的に有名

で，そのために死ぬ人が今なお

絶えない。その地区の学童はマ

スクをして授業をうけている。

今年１月24日の千葉県市原市で
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案されてゆく所に今日の問題が

あり，それを許している古い「

公有水面埋立法」の存在が，都

市計画として問題となってくる

わけであろう。

２―公有水面埋立法の不備

公有水面埋立法は大正10年４月

９日法律第57号として公布され

たものである。その後，部分的

な改正が行なわれ，最近では昭

和39年７月３日に部分改正が行

なわれたまま，現在にいたって

いる。

戦後，あらゆる法律が根本的に

改正され書きかえられているに

もかかわらず，この法律は制定

当時の原形のままで，今だにカ

タカナの法文となっている。

この法律はもともと事業法的な

性格のものであるが，内容はほ

とんど手続的な事項のみで，計

画の内容については詳細な表現

がない。また，それをおぎなう

べき施行令も大ざっぱであり，

施行規則というような詳細な定

めもない。計画の内容について

はすべて免許権者の自由裁量と

なっているが，都市計画上，問

題の多い埋立が乱造されている

ことも，そのような法規の不備

に原因の一つがあるように思わ

れる。

もともと公有水面埋立法の精神



には，狭少な島国であったこの

国の領土拡張という意味もあっ

てか，その取りあつかいはかな

り大ざっぱで寛大な面がある。

例えば同法第36条第２項の「埋

立ノ免許ヲ受ケズシテ埋立工事

ヲ為シタル者アル場合ニ於テ地

方長官原状回復ノ必要ナシト認

ムルトキハ埋立ノ追認ヲ為スコ

トヲ得，此ノ場合二於テハ追認

ノ日二於テ埋立ノ免許アリタル

モノト看做ス」という条文もあ

る。つまり無許可，無届けの埋

立工事に対しても「追認」とい

う方法のあることを明らかにし

ており，それが既得権，先願権

として認めらるれことを示して

いる。

都市計画という立場から，永久

に公共の安寧を維持し福祉を増

進すべき内容や，都市の健全な

発展と秩序ある整備を図るよう

な内容が，どこにも詳細に明記

されていない。全く大ざっぱな

前時代的な法律と｡いわざるを得

ない。

3――公有水面埋立に不可欠

の条件

現在，宅地開発については，土

地区画整理法，住宅地造成事業

法，新住宅市街地開発法などの

法律によって事業が行なわれて

いる。これらの法律は道路につ

いてのみでなく，公園，緑地，

広場などについてもこまかい点

を定めている。

つまり，土地区画整理法施行規

則第９条第６項には「設計は公

園の面積の合計が施行地区内に

居住することとなる人口につい

て一人当り3平方メートル以上

であり，かつ施行地区の面積の

３パーセント以上となるように

定めなければならない」と明記

されているし，住宅地造成事業

法第８条第６項には「施行地区

内の道路広場その他の公共の用

に供する空地の面積の合計は，

当該施行地区の面積の百分の二

十以上としなければならない」

と記されている。

新住宅市街地開発法施行規則第

11条第５項には「公園，緑地及

び広場は，休息，観賞，散歩，

遊戯，運動等の利用目的が十分

に確保されるよう定めなければ

ならない」と記されているし，

今年９月１日から実施された「

横浜市宅地開発要綱」の公共用

地の項目に「開発事業者は，道

路，水路，遊水池等のほか，公

園用地としてつぎの土地を提供

すること。提供価格は，無償と

する。

ア公共的事業者：開発区域面

積の4％以上

イ民間事業者：開発区域面積

の3％以上

ただし150㎡に満たないもの

は150㎡とする」と定めてい

る。

これらは宅地開発についての法

律，規則等であるが，一般の住

宅地のみならず，工業用地につ

いても同様にこれが適用されて

いる。

私有地の開発についての土地区

画整理法や住宅地造成事業法な

どでさえ，地区面積の３パーセ

ントくらいの公園緑地を確保す

べきものとし，その用地は無償

で提供し，公園緑地等の施設ま

で開発事業者の負担で，整備さ

せることとなっているわけであ

る。

ところが公有水面の埋立もまた

一種の宅地造成であるが公有水

面埋立法には，そのような定め

がない。もともと公有水面埋立

は，たとえ漁業権の補償等はあ

るにしても，いわば公有地の無

償払下げである。私有地の開発

に比較すれば少なくとも5％や

10％くらいの公園緑地は当然確

保すべきものであり，そのよう

に法律や規則に明文化すべきも

のだろうと思われる。それは

①一般に公有水面埋立は，市街

地に近い臨海部であり，将来と

も公園緑地等の用地の取得しに

くい地域である。

②埋立により将来の臨海の自然

の景観をそこなうことが多い。

③工場建設によって生ずる煤煙

や有毒ガスなどの産業公害はそ
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の発生源において防除すべきで

あるが，完全な防除はむずかし

く，何らかの公害はさけられな

い。

④埋立による新工業地域と既成

市街地との遮断，緩衝。

などから考えて，公有水面の埋

立には公園緑地の確保は，都市

計画上不可欠の条件だと思われ

る。

もし，公有水面の埋立に公園緑

地の設置が義務づけられていた

ら，いままでいたる所に造成さ

れてきた臨海工場地帯は，もっ

と景観的に美しく，安全で，健

康的なものになっていたに違い

ない。

工業優先，人間虐待ということ

は許されないし，埋立事業によ

る利益のみを追って，市民の安

全と健康を犠牲にすることは許

されない。四日市埋立の石油コ

ンビナートによる大気汚染のた

め，常にマスクをしている学童

たちや，四日市ゼンソクに悩ん

で自殺者まで出ている悲劇を忘

れてはならない。

1000万坪に及ぶ水島地帯に40数

工場を誘致している倉敷市長の

大山茂樹氏が時事通信＜昭和43

年７月24日号＞の巻頭で「大気

の汚染によって人体や農作物な

どに悪い影響を与えている。海

水の汚濁によって魚が臭くて食

べられない。これが本市水島臨

海工業地帯を中心として問題と
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されている公害である」と書か

れている。「太陽とみどりの確

保」は今後の都市計画の一つの

大きな要請といってよい。

工業用地造成の重要性，そのた

めの公有水面埋立の必要性は，

都市計画上からも十分理解され

る。しかし，それには反面に必

らずマイナス面がともなうこと

を忘れてはならないし，できる

かぎり，そのマイナス面を減少

するための物的計画の配慮が行

なわれなくてはならないという

ことである。市民一人当りに対

する現存公園の面積率や市域面

積に対する公園の面積率が最近

減少してきている一つの原因に

は，公園緑地をもたない公有水

面埋立による市域の大きな拡張

かおることも見のがしてはなら

ない事実であろう。

4一一一横浜における公有水面

埋立＜工業用地＞

１・戦前の埋立事業

横浜で公有水面の埋立が大規模

に行なわれはじめたのは，安政

のころからと言われている。吉

田勘兵衛の吉田新田2,475万㎡

をけじめとして，太田屋新田，

平沼尾張新田，岡野新田，それ

から高島嘉右衛門が埋立てた石

崎，神奈川，高島町など，幕末

から明治10年頃までの間に4,22

4万㎡の埋立地が造られた，と

伝えられている。これらの土地

は横浜市の現在の中心地で，主

として商業地域として発展して

いる。

工業用地造成のための埋立は，

明治32年３月，平沼九兵衛等が

子安海岸の埋立を計画し明治38

年10月その権利を守屋此助に譲

渡，守屋氏は安田善次郎の賛助

を得て，その後ようやく明治39

年４月着工，大正元年４月竣功

した守屋町の486,971㎡＜147,

567坪＞が最初であった。

これが現在の神奈川区守屋町一

帯の工業地域である。守屋町の

立体交差橋のわきに，この偉業

をたたえて昭和７年10月に２世

安田善次郎が記した記念碑があ

る。その後浅野総一郎が渋沢栄

一と共に明治45年３月に鶴見埋

立組合を組織し，大正２年８月

着工，昭和６年８月完成した鶴

見埋立地495万㎡がある。これ

は現在の鶴見区安善町，末広町

その他である。その後，市の事

業として昭和初期に鶴見区の大

黒町，神奈川区の宝町，恵比須

町等の埋立事業が行なわれた。

これらの明治末期から昭和初期

にかけての埋立は，ただ工業用

地だけを造成したに過ぎない。

公害等に対する都市計画的な配

慮は全くなされていないが，古

い時代においては，やむを得な

いことであっただろう。事実，



図１横浜市埋立事業図私も小学生の頃，文部省の国定

教科書には「大阪は煙の都」と

して誇りをもって書かれていた

ことを記憶している。その頃は

「煙」が，国運隆盛の活気であ

り，都市発展のシンボルであっ

たわけである。その当時の煙は

まだ地域的であり散発的であっ

て，今日のような大きな集積的

な公害とはならなかったもので

あろう。したがって，工場用地

造成に産業公害に対する計画上

の配慮のなかったことも，当然

のこととして認めなくてはなら

ぬと思われる。横浜市における

海岸埋立の経過は＜図１＞のと

おりである。

２・根岸湾海面埋立事業

戦後も，昭和30年から36年にか

けて鶴見区大黒町地先に80万

㎡の工業用地造成の埋立が行

なわれたが，とりわけ大規模な

ものは根岸湾海面埋立事業であ

る。その概要は次の＜表１＞の

とおりである。

磯子区根岸町から杉田町にかけ

ての延長約8000mの海岸には，

磯子，屏風ヶ浦，杉田など横浜

収民に親しまれた海水浴場が多

かったが，この埋立によって，

海を失った市民のためにマンモ

スプールや児童プールが造られ

た。しかしそれらの面積は埋立

面積に対しては，ほとんどゼロ

こ等しいものであり，公園緑地

というものがほとんど設けられ

ていない。

もし埋立面積の10％の公園緑地

が確保されていたとしたら，そ

れは60万㎡となる。６万㎡の

近隣公園や運動公園が10か所で

きることになり，また，もし遮

断緑地的に，産業道路に面して

平行した公園緑地を設けるとし

たら，幅平均80ｍ＜50ｍ～100

ｍ＞としても従来の海岸線8000

ｍのほとんど大部分を緑でつら

ねることができたわけである。

その中には軟式野球場が20力所

表1 ―根岸湾埋立事業概要

m



図２本牧ふ頭関連産業用地造成埋立図テニスコートやバレーコートが

50ヵ所くらいできたし，すばら

しい公園緑地となったわけであ

る。

昭和30年以降の近代的な埋立事

業としては，全く残念な気がす

る。

３・本牧埋立事業

中区本牧岬から新山下町にわた

る5,116,214㎡の埋立で，北側

1,715,000㎡が本牧ふ頭となっ

ている。これは水深10m～12m

15,000～20,000トン級の岸壁29

バースで，雑貨3,939トン及び

鉄鉱石等のバラ荷871,000トン

計4,810,000トンを処理できる

ふ頭である。南側3,401,214㎡

＜1,030,670坪＞，はこのふ頭

に密切な関連をもつ工業地域と

なっている。この内容は

埋立面積　　　3,401,214㎡

工業用地等　　2,548,761　　75％

公共公益用地　　852,453　　25％

公共用地内訳

道路　産業道路巾50ｍその他

鉄道　臨港線と操車場

公園緑地　　　　113,719㎡

　　　　　　＜34,400坪＞3.33％

着工　昭和38年４月

竣工　昭和44年３月

事業費　203億５千万円

この埋立事業において，初めて

公園緑地が確保されたわけであ

る。それはこの埋立によって隣

接する日本の名園三渓園の景観

が阻害されるというはげしい世

論に対して配慮されたものとも

考えられるが，とにかくやや帯

状に公園緑地が配置されたこと

は良かった。ただ3.33％という

低率でしか確保されなかったこ

とは，風致地区の指定がなされ

ているこの地域としては少なき

に失するものであって，ここで

も10％は最少限度確保されるべ

きだったと思われる。＜図２＞

４・金沢地先埋立事業

べきものであろう。それは多目

的であり,

①都心地区の商業，住居地域内

に混在して伸び悩んでいる工場

をここに移し，工揚団地として

中小工業の健全な育成をはか

る。

②既成市街地の商業，住居地域

が純化され，工場立退跡が市街

地再開発に利用され，また，都

市計画事業の代替地が用意され

る。

③広大な海の公園とリクリエー

ション施設が造られる。

④工業のための住居地域を設け

て職揚と住居の接近をはかる。

⑤国道16号線＜横須賀街道＞の

バイパスとして巾50ｍの産業道

金沢区富岡町から乙艦町に至る

延長約7,000mの海岸埋立で，

この埋立事業はもっとも近代的

であり都市計画的であって，日

本の埋立事業の上で注目される
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路がつくられる。

⑥後背地の丘陵地帯から埋立土

砂を得ることにより，丘陵地帯

にも新住宅地が開発される。

などで，すべてに都市計画とし

ての配慮が十分に行なわれてい

る。その計画概要は次のとおり

である。

埋立面積　　660万㎡＜200万坪＞

内訳

都市再開発用地　430万㎡

　　　　　　　＜130万坪＞　65％

住宅用地　　100万㎡

　　　　　　　＜30万坪＞　15%

海の公園　　65万㎡

　　　　　　　＜20万坪＞　10%

公共用地　　65万㎡

　　　　　　　＜20万坪＞　10％

資金計画

総額　　　　　　　約413億円

　起債　　　　　　　288億円

　埋立地売却代金　　125億円

施行年度　昭和43年度～47年度

　　　　　５ヵ年

この起債については，西ドイツ

のマルク債によることもすでに

決定し，近く着工される。

本年９月１日より実施された「

横浜市宅地開発要綱」の策定に

は，私も昨年来参加し，埋立地

に10％の公園緑地の設置を提起

してきたが，この金沢地先埋立

事業でこれが実現されることと

なったことは喜ばしい。

とにかく横浜市の都市づくりの

６大基幹事業の一つであり，新

しい横浜方法として横浜の都市

計画の上にも，また日本の公有

水面埋立史上にも，模範的な実

績をきずき上げるものと期待さ

れる。

５――むすび

金沢地先埋立事業の実例をみて

も，また土地区画整理や住宅地

造成事業のおびただしい実例か

らみても，公有水面の埋立事業

の中に，埋立面積の10％くらい

の公園緑地をつくることは無理

なことではない。

たとえ法律が不備であっても，

図３産業道路と公園緑地帯

要は事業施行者にそのような配

慮と，積極的な意志があるかど

うかで決められることである。

工場の公害に対しては，横浜市

は，いち早く公害センターを設

置して，それに対処してきてい

る。工揚公害は，もちろんその

発生源自体の改良によって防止

すべきものであり，公園緑地等

の緩衝地帯の設置だけでは防げ

ない。もし公園緑地等でそれを

防止するとしたら，東大教授横

山光雄氏の説のごとく，そのた

めの公園緑地帯の巾は「最低500

ｍ以上，望ましくは1,000ｍ以

上設ける必要がある」＜日本公

園緑地協会刊『公園緑地』1964
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年No.1・2論文一都市公害と

公園緑地－より＞と，いうこと

である。しかしながら，巾500

ｍ以上の公園緑地帯を設けると

なれば，ほとんど埋立事業は採

算的に成立しなくなるだろう。

埋立地の奥行＜巾＞が3,000ｍ

～4,000ｍにもなってしまうか

らである。

したがって，公害は発生源それ

自体で防止しながら，なおそれ

でも100％完全とはいえない部

分への防備と，爆発その他不慮

の災害等に対する緩衝地帯とし

て，また，そこなわれる自然景

観のできるかぎりの回復及び埋

立によるもろもろのマイナス面

をカバーする等さまざまな意味

で，公園緑地が必要となってく

るわけである。

埋立地の中の幹線産業道路は将

来の高速道路や高速鉄道をもそ

の敷地内に考慮すると,36～50

ｍの幅員が必要であり，それに

沿った公園緑地帯は50～100ｍ

の巾がほしい。＜図３＞

昭和41年度から公害防止事業団

により，千葉県市原市や四日市

市，堺市，徳山市などの臨海工

業地帯に緩衝緑地の造成が始め

られている。来年度にはさらに

姫路市や倉敷市にもこの事業を

始めようとしているが，昭和43

年度の国費は全体でわずかに２

億５千万円にすぎない。後追い

的な仕事は，金と時間が余分に

かかりなみ大ていのものではな

い。

建設省が昭和44年度の都市関係

の重点施策の一つとして「大気

汚染による影響を緩和し，工場

災害を防止するため，公害防止

事業団が行なう緩衝緑地造成事

業を積極的に推進する」と発表

しているのも，今までの手おく

れに対する，窮余の処置であろ

う。

工業市立のための，公有水面埋

立といえども，結果は「誰でも

住みたくなる都市づくり」の一

つでなくてはならないし，これ

は，すべての都市に共通した都

市計画の指標でなくてはならな

い。

＜計画局長＞
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